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放射線健康管理・健康不安対策事業費

事業イメージ

委託事業/請負事業

① 放射線の健康影響に係る知⾒の充実を図る。
② 研修会による⾃治体⽀援、⾞座集会によるリスクコミュニケーション等を通じ、帰還後の放射線不安解消を図る。
③ 甲状腺検査に係る検査者等の育成を⾏う。
④ 放射線健康影響に関する基礎資料の改訂等を⾏うとともに、⾵評払拭を図るための正確で効果的な情報発信を⾏う。

研究事業等を通じて、原⼦⼒被災者に適切な健康管理を講ずるとともに、健康不安の解消を図ります。

【令和4年度予算（案） 1,171百万円（1,250百万円）】

⺠間事業者・団体
平成29年度〜

環境省⼤⾂官房環境保健部 放射線健康管理担当参事官室 電話︓ 03-5521-9248

■委託・請負先

住⺠等の
健康確保
不安解消

住⺠等の
健康確保
不安解消

 「東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所事故に伴う住⺠の健康管理のあり⽅に関す
る専門家会議」の中間取りまとめを踏まえ、①放射線の健康影響に係る調査
研究、②特定復興再⽣拠点区域の⼀部先⾏解除を念頭においたリスクコミュ
ニケーション事業、③福島県の県⺠健康調査「甲状腺検査」に係る⼈材育成、
④放射線の健康影響等に関する情報収集・対策等を推進しています。

 令和４年度においては、上記４事業の着実な実施に加え、特に以下の２点を
強化します。
①統⼀的な基礎資料について最新の情報に改訂する。また、複数のエビデン
スに基づいた科学情報をわかりやすくまとめ、情報発信する。

②放射線の健康影響に係る⾵評払拭を重点的に実施していくため “ぐぐるプ
ロジェクト”を⽴ち上げ、ターゲットごとに最適な媒体でアプローチし、戦
略的な情報発信やリスクコミュニケーションを継続的に展開していく。

【調査研究(公募)】
① 放射線健康管理に資する線量評価に関する研究
② 事故に係る⾝体⾯・⼼理⾯の健康影響及びそのメカニズム
に関する研究

③ 事故による放射線不安への対策に資する研究 等
【リスクコミュニケーション事業】
①⾃治体職員等への研修等
②住⺠セミナー等を通じた住⺠の不安対策
③相談員⽀援センターによる⽀援

【甲状腺検査の充実等】
①甲状腺検査に係る⼈材育成
②甲状腺検査実施機関の質的・量的な拡充⽀援

わかりやすい科学情報を国内外へ発信

・全国に向けた広報戦略
・ワークショップの開催等

WEBや新聞への広告

科学情報を
わかりやす
く発信

基礎資料の改訂と
情報発信


